
疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針（抜粋） 

最終改正：令和５年６月 29日  

◎脳卒中の医療体制構築に係る指針 

第２ 医療体制の構築に必要な事項 

２ 各医療機能と連携 

(3)救急医療の機能【急性期】 

②医療機関に求められる事項 

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診

療を実施していることが求められる。特に、急性期の診断及び治療については、24時

間体制での実施が求められるが、単一の医療機関で24時間体制を確保することが困難

な場合には、地域における複数の医療機関が連携して、24時間体制を確保する必要が

ある。 

・血液検査や画像検査（エックス線検査、CT、MRI、超音波検査）等の必要な検査が実

施可能であること 

・脳卒中が疑われる患者に対して、専門的診療が実施可能であること（画像伝送等の

遠隔診断に基づく治療を含む。） 

・脳卒中評価スケールなどを用いた客観的な神経学的評価が実施可能であること（遠

隔診療を用いた補助を含む。） 

・t-PA静注療法の適応がある脳梗塞患者に対し、来院後に少しでも早く治療を開始す

ること（遅くとも来院後１時間以内に治療を開始することが望ましい。） 

・症状の重症度と画像所見に基づき、脳梗塞患者に対する機械的血栓回収療法の適応

を検討し、適応がある患者に対しては速やかに治療を開始すること 

・t-PA静注療法や機械的血栓回収療法、外科手術等の治療を実施できない医療機関に

おいては、日本脳卒中学会が提言している「脳卒中診療における遠隔医療

（Telestroke）」など、デジタル技術を活用した診療を行うことで、治療が実施可

能な医療機関と連携をとり、転院搬送など適切な対応を検討すること 

・呼吸、循環、栄養等の全身管理及び感染症や深部静脈血栓症等の合併症に対する診

療が可能であること 

・合併症の中でも、特に誤嚥性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する病院内の歯

科や歯科医療機関等を含め、多職種間で連携して対策を図ること 

・リスク管理の下に早期座位・立位、関節可動域訓練、摂食・嚥下訓練、装具を用い

た早期歩行訓練、セルフケア訓練等のリハビリテーションが実施可能であること 

・個々の患者の神経症状等の程度に基づき、回復期リハビリテーションの適応を検討

できること 

・回復期（又は維持期・生活期）の医療機関等と診療情報やリハビリテーションを含

む治療計画を共有するなどして連携していること 

・回復期（又は維持期・生活期）に、重度の後遺症等により自宅への退院が容易でな

い患者を受け入れる医療施設や介護施設等と連携し、その調整を行うこと 

・脳卒中疑いで救急搬送された患者について、その最終判断を救急隊に情報提供するこ

とが望ましい 

参考資料６ 



 

◎心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制構築に係る指針 

第２ 医療体制の構築に必要な事項 

２ 各医療機能と連携 

(3)救急医療の機能【急性期】 

②医療機関に求められる事項 

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに準じた診

療を実施していることが求められる。 

・心電図検査、血液生化学検査、心臓超音波検査、エックス線検査、CT検査、心臓カ

テーテル検査、機械的補助循環装置等必要な検査及び処置が24時間対応可能である

こと 

・心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる患者について、専門的な診療を行う医師等が24

時間対応可能であること 

・ST上昇型心筋梗塞の場合、冠動脈造影検査および適応があればPCIを行い、来院後90

分以内の冠動脈再疎通が可能であること 

・慢性心不全の急性増悪の場合、状態の安定化に必要な内科的治療が可能であること 

・呼吸管理、疼痛管理等の全身管理や、ポンプ失調、心破裂等の合併症治療が可能で

あること 

・虚血性心疾患に対する冠動脈バイパス術や大動脈解離に対する大動脈人工血管置換

術等の外科的治療が可能又は外科的治療が可能な施設との連携体制がとれているこ

と 

・電気的除細動、機械的補助循環装置、緊急ペーシングへの対応が可能であること 

・運動耐容能などに基づいた運動処方により合併症を防ぎつつ、運動療法のみならず

多面的・包括的なリハビリテーションを実施可能であること 

・抑うつ状態等の対応が可能であること 

・回復期（又は在宅医療）の医療機関と診療情報や治療計画を共有する等して連携し

ていること、また、その一環として再発予防の定期的専門的検査を実施すること 


